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(57)【要約】
【課題】回転接触式の外部加熱定着装置において、定着
装置の寿命まで加熱回転体の汚れの堆積を防ぎ、加熱回
転体の汚れによる定着不良や汚れの吐き出しによる画像
不良を防止する。
【解決手段】加熱回転体表面に付着する汚れは、トナー
と逆極性である転写バイアスと同極性となるため、加熱
回転体の表面電位をトナーと逆極性に制御することで、
加熱回転体への汚れの付着を抑制する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転部材と、
　前記回転部材の外表面に圧接して前記回転部材を外部加熱する加熱回転体と、
　を有し、前記加熱回転体からの熱エネルギーを前記回転部材を介してトナー画像を担持
した記録材に付与する画像加熱装置において、
　前記加熱回転体の前記外表面に接する表面電位を前記トナーの極性と逆極性である前記
記録材の汚れの極性と同じ極性とする極性付与手段を有することを特徴とする画像加熱装
置。
【請求項２】
　前記記録材の汚れは、紙粉汚れ、あるいは前記紙粉汚れに前記トナーの汚れが混ざった
汚れであることを特徴とする請求項１に記載の画像加熱装置。
【請求項３】
　前記極性付与手段はバイアス印加手段であることを特徴とする請求項１に記載の画像加
熱装置。
【請求項４】
　前記極性付与手段は前記トナーと同じ極性の電荷が前記加熱回転体からアースへ移動す
る方向にダイオードであることを特徴とする請求項１に記載の画像加熱装置。
【請求項５】
　前記極性付与手段は前記加熱回転体と接触する或いは非接触の帯電装置であることを特
徴とする請求項１に記載の画像加熱装置。
【請求項６】
　前記加熱回転体は、半径方向に異なる複数の層から形成され、該加熱回転体の最も内側
の層と最も外側の層の少なくともいずれか一方の層が導電層であることを特徴とする請求
項１に記載の画像加熱装置。
【請求項７】
　前記トナーが前記回転部材から前記加熱回転体の方向へ静電気力を受けるように、前記
回転部材の表面電位と前記加熱回転体の表面電位に電位差を設けることを特徴とする請求
項１乃至６のいずれか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項８】
前記回転部材の表面電位の極性は、前記トナーの極性と同極性であることを特徴とする請
求項７に記載の画像加熱装置。
【請求項９】
前記回転部材の表面電位の極性は、前記トナーの極性と逆の極性であることを特徴とする
請求項７に記載の画像加熱装置。
【請求項１０】
　前記回転部材と接触してニップ部を形成するバックアップ部材を有することを特徴とす
る請求項１乃至９のいずれか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項１１】
　前記トナーが前記回転部材から前記バックアップ部材の方向へ静電気力を受けるように
、前記回転部材の表面電位と前記バックアップ部材の表面電位に電位差を設けることを特
徴とする請求項１０に記載の画像加熱装置。
【請求項１２】
　前記バックアップ部材の表面電位の極性は、前記トナーの極性と逆の極性であることを
特徴とする請求項１０に記載の画像加熱装置。
【請求項１３】
　前記バックアップ部材が加圧ローラであることを特徴とする請求項１０に記載の画像加
熱装置。
【請求項１４】
　前記バックアップ部材が回転しないパッド部材であることを特徴とする請求項１０に記
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載の画像加熱装置。
【請求項１５】
　前記加熱回転体は加熱体を内包することを特徴とする請求項１乃至１４のいずれか１項
に記載の画像加熱装置。
【請求項１６】
　記録材に未定着トナー画像を形成する画像形成部と、前記未定着トナー画像を前記トナ
ーと逆極性で記録材に転写する転写部と、前記未定着トナー画像を加熱定着する定着部と
を有する画像形成装置であって、前記定着部が請求項１乃至１５のいずれか１項に記載の
画像加熱装置であることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、電子写真方式を採用した複写機やプリンター、あるいはファクシミ
リ等の記録材上に画像形成可能な画像形成装置に搭載される画像加熱装置に関する。画像
加熱装置としては、記録材に形成された未定着画像を定着する定着装置や、記録材に定着
された画像を加熱することにより画像の光沢度を向上させる光沢処理加熱装置等が挙げら
れる。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式で用いられるトナーの定着装置には、従来から熱ローラ方式、フィルム加
熱方式などが知られている。近年では、更なる立ち上げ時間の短縮、高速化や低消費電力
化のために、上記の定着方式に対して種々の改善が試みられている。一つとしては、加熱
体を定着ローラ外表面に配置し、定着ローラの外表面のみを加熱する定着方式（以下、外
部加熱定着方式と記す）が提案されている。
【０００３】
　定着ローラの外表面のみを加熱することで、所定温度に立ち上げるまでの時間を短縮す
ると共に、消費電力を低減することが可能である。また、この外部加熱定着方式の定着装
置としては、加熱体を定着ローラ外表面に接触させる接触式と、ハロゲンヒータなどで接
触せずに定着ローラの外表面を加熱する非接触式とに大別される。接触式の外部加熱定着
装置は、セラミックヒータなどの熱源を定着ローラに接触させ熱を伝えるため、非接触式
に比べ熱の伝搬効率が高い。
【０００４】
　更に接触式の中には、定着ローラ外表面に加熱体を摺動させる摺動接触式と、加熱体の
周囲に回転体を設け（以下加熱回転体）、加熱回転体を介して定着ローラに加熱体の熱を
伝える回転接触式に分けられる。回転接触式は、定着ローラの表面の移動と共に、加熱体
を内包した加熱回転体が移動するため、摺動接触式に比べ定着ローラを傷めにくく、また
摩擦力が小さいため駆動トルクを抑えることができる利点がある。
電子写真方式の定着装置では記録材である記録紙の上へトナーを定着する際に、定着ロー
ラ、加圧ローラなど定着部材に僅かな量のトナーと紙粉などの汚れが付着する場合がある
。
【０００５】
　定着部材に付着したトナーと紙粉の多くは、次の紙のトナーの定着の際に紙上へ転移す
るため、基本的に定着部材にトナーや紙粉が堆積しない。しかし、接触式の外部加熱定着
装置においては、定着ローラ外表面に加熱体（若しくは加熱回転体）が接触しているため
、定着ローラに付着したトナーや紙粉などの汚れは加熱体に転移することがある。
【０００６】
　外部加熱定着方式で定着ローラと加熱体の接触部には記録材である紙が通らないため、
加熱体にトナーや紙粉などの汚れが付着してしまうと加熱体から除去されにくい。記録材
である紙の上へのトナーの定着が繰り返されると、加熱体表面にトナーや紙粉などの汚れ
が堆積してしまう場合があり、酷く汚れた場合には加熱体の熱が定着ローラ外表面に伝わ
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りにくくなる。そして、記録材である紙上のトナーの溶融不足で紙上へのトナーの定着性
が劣化（定着不良）することや、加熱体から汚れが吐き出されることで紙上に汚れが転移
し画像印字面を汚してしまうなどの画像不良が発生することがあった。
【０００７】
　摺動接触式の場合は、定着ローラ外表面に加熱体が摺動しているため、定着ローラ表面
に付着したトナーや紙粉などの汚れは、加熱体により掻き取られ摺動接触部に堆積しやす
い。そのため、摺動接触部の汚れの堆積を防止するために、摺動接触部にクリーニングウ
ェブを用い、摺動接触部の汚れが酷くなる前に摺動接触部の更新を行なう機構を設けたり
する（特許文献１）。あるいは、定着ローラの回転を正逆切り替えるなどで摺動接触部の
汚れを吐き出すクリーニングモードを設けたりしている（特許文献２）。
【０００８】
　一方、回転接触式の場合は、加熱回転体が定着ローラに対して回転するため、定着ロー
ラ表面に付着した汚れが加熱回転体に掻き取られることが無く、加熱回転体に汚れが堆積
しにくい利点がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００３－１８６３２７号公報
【特許文献２】特開２００５－２５０４５３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記従来の回転接触式の外部加熱定着装置において、紙上へのトナーの
定着する際に定着ローラに付着した僅かな量のトナーと紙粉などの汚れが、加熱回転体と
接触するときに僅かに加熱回転体に付着する。紙上へのトナーの定着が繰り返されると、
回転接触式の外部加熱定着装置においても加熱回転体表面に汚れが堆積する場合があった
。
【００１１】
　加熱回転体に堆積する汚れの量が多くなると、加熱回転体の熱が定着ローラ表面に伝わ
り難くなり紙へのトナーの定着性が劣化する。また、場合によっては、加熱回転体の汚れ
が定着ローラに再び付着し、画像上に汚れが転移して画像不良となることがあった。
【００１２】
　本発明の目的は、回転接触式で外部加熱する画像加熱装置において、加熱回転体の汚れ
の堆積を防ぎ、加熱回転体の汚れによる定着不良や汚れの吐き出しによる画像不良が発生
しない画像加熱装置およびこれを用いた画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明に係わる画像加熱装置の代表的な構成は、回転部材
と、前記回転部材の外表面に圧接して前記回転部材を外部加熱する加熱回転体と、
を有し、前記加熱回転体からの熱エネルギーを前記回転部材を介してトナー画像を担持し
た記録材に付与する画像加熱装置において、前記加熱回転体の前記外表面に接する表面電
位を前記トナーの極性と逆特性である前記記録材の汚れの極性と同じ極性とする極性付与
手段を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、加熱回転体の表面電位をトナーの極性と逆の極性に制御することで、
トナーとは逆極性の汚れが加熱回転体表面に付着するのを抑制できる。そのため加熱回転
体の汚れによる定着不良や汚れの吐き出しによる画像不良の発生を抑制することができる
。
【図面の簡単な説明】
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【００１５】
【図１】本発明の第１の実施形態として極性付与手段にバイアス印加を用いた定着装置の
概略図である。
【図２】（ａ）は加熱回転体に付着する汚れの極性を調査する極板を備えた装置を示す図
、（ｂ）は極板にマイナス電位を印加した図、（ｃ）は極板にプラス電位を印加した図で
ある。。
【図３】第２の実施形態における定着装置の概略図である。
【図４】第３の実施形態における定着部材の表面電位の極性と大小関係を示す図である。
【図５】その他の実施形態として極性付与手段にダイオードを用いた定着装置の概略図で
ある。
【図６】その他の実施形態として極性付与手段に帯電装置を用いた定着装置で、（ａ）は
非接触型、（ｂ）は接触型を示す図である。
【図７】その他の実施形態としてハロゲンヒータを内包した定着装置の概略図である。
【図８】その他の実施形態として加圧部材にパッドを用いた定着装置の概略図である。
【図９】画像形成装置全体の概略を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　《第１の実施形態》
　（画像形成装置）
　被加熱体である記録材上の未定着トナー画像を形成する画像形成装置の一例を、図９を
用いて説明する。本実施形態における画像形成装置５０は、記録材搬送ベルト９上に担持
した記録材Ｐ上に、イエロー、マゼンダ、シアン、ブラックの４色のトナー像を順次転写
することで、一つの画像を形成する方式である。
【００１７】
　像担持体である感光ドラム１の周面には、回転方向（矢印Ｒ１方向）に沿って順に、帯
電器２、レーザ光を感光ドラム１に照射する露光装置３、現像器５、記録材搬送ベルト９
を介して転写ローラ１０、および、感光ドラムクリーナー１６が配置されている。まず、
感光ドラム１は、その表面が帯電器２によってマイナス極性に帯電される。次に帯電され
た感光ドラム１は、露光手段３の露光Ｌにより表面に静電潜像が形成（露光された部分は
表面電位が上がる）される。
【００１８】
　本実施形態のトナーは各色共にマイナス極性に帯電されており、まず１色目のイエロー
トナーが入った現像器５によって、ドラム１上の静電潜像部にのみマイナストナーがマイ
ナス電位のドラム１に電位差によって付着する。これにより、ドラム１上にイエローのト
ナー像が形成される。一方、記録材搬送ベルト９は、二つの支持軸（駆動ローラ１２、テ
ンションローラ１４）に支持され、図中矢印Ｒ４方向に回転する駆動ローラ１２によって
、矢印Ｒ３方向に回転する。記録材Ｐは、給紙ローラ４によって給紙されると、プラス極
性のバイアスが印加された吸着ローラ６によって帯電され、記録材搬送ベルト９上に静電
吸着し搬送される。
【００１９】
　記録材Ｐが転写ニップＮ１に搬送されると、記録材搬送ベルト９に従動回転する転写部
としての転写ローラ１０に、不図示の電源からトナーの極性とは逆の極性であるプラス極
性の転写バイアスが印加される。そして、ドラム１上のイエロートナー像は、転写ニップ
部Ｎ１において記録材Ｐ上に転写される。転写後のドラム１は、弾性体ブレードを有する
感光ドラムクリーナー１６によって表面の転写残トナーが除去される。
【００２０】
　以上の帯電、露光、現像、転写、クリーニングの一連の画像形成プロセスを、１色目イ
エロー　Ｙ３０、２色目マゼンタ　Ｍ３０、３色目シアンＣ３０、４色目ブラックＫ３０
の各現像カートリッジについて順次行う。これにより、記録材搬送ベルト９上の記録材Ｐ
に４色のトナー像を形成する。画像形成部で４色の未定着トナー画像を担持した記録材Ｐ
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は、定着装置１００に搬送され、画像加熱装置としての定着装置で表面のトナー像の定着
が行なわれる。
【００２１】
　（定着装置）　
　次いで、本実施形態の定着装置１００について図１を用いて説明する。本実施形態の定
着装置１００は、上述のように立ち上げ時間の短縮や低消費電力化を目的とした回転接触
式の外部加熱定着装置である。回転部材である定着ローラ１１０の外周面には、定着ロー
ラ１１０にバックアップ部材である加圧ローラ１１１（加圧部材）が対向し、定着ニップ
Ｎ１を形成している。一方、加圧ローラ１１１の反対側からは、定着ローラ１１０の外表
面に加熱回転体１１２が圧接し、接触加熱部Ｎ２を形成している。
【００２２】
　加熱回転体１１２に内包された加熱ヒータ１１３が接触加熱部Ｎ２で定着ローラ１１０
表面を外部加熱するようになっている。そして、この外部加熱手段からの熱エネルギーを
定着ローラ１１０を介してトナー画像を担持した記録材Ｐに付与し画像加熱する。即ち、
未定着トナー画像Ｔが転写された記録材Ｐが、定着ニップＮ１に搬送されると、定着ロー
ラ１１０の表面の熱は、未定着トナー像Ｔと記録材Ｐに伝わり、記録材Ｐ表面にトナー画
像Ｔが定着されるようになっている。
【００２３】
　（定着ローラ）
　定着ローラ１１０は外径φ２０ｍｍであり、接地されたφ１２ｍｍの鉄製の芯金１１７
の外側にシリコーンゴムを発泡した厚さ４ｍｍの弾性層１１６（発泡ゴム）が形成されて
いる。定着ローラ１１０は、熱容量が大きく、熱伝導率が大きいと、外表面から受ける熱
が定着ローラ１１０内部へ吸収され易く、表面温度が上昇しにくくなる。即ち、できるだ
け低熱容量で熱伝導率が低く、断熱効果の高い材質の方が、定着ローラ１１０表面温度の
立ち上がり時間を短縮できる。
【００２４】
　上記シリコーンゴムを発泡した発泡ゴムの熱伝導率は０．１１～０．１６Ｗ／ｍ・Ｋで
あり、０．２５～０．２９Ｗ／ｍ・Ｋ程度のソリッドゴムよりも熱伝導率が低い。また、
熱容量に関係する比重はソリッドゴムが約１．０５～１．３０であるのに対して、発泡ゴ
ムが約０．７５～０．８５であり、低熱容量でもある。従って、この発泡ゴムは、上記定
着ローラ１１０表面温度の立ち上がり時間を短縮できる。定着ローラ１１０の外径は小さ
い方が熱容量を抑えられるが、小さ過ぎると接触加熱部Ｎ１の幅が狭くなってしまうので
適度な径が必要である。
【００２５】
　本実施形態では、外径をφ２０ｍｍとした。弾性層１１６の肉厚に関しても、薄過ぎれ
ば金属製の芯金に熱が逃げるので適度な厚みが必要であり、本実施形態では、弾性層１１
６の厚さを４ｍｍとした。弾性層１１６の上には、トナーの離型層として、パーフルオロ
アルコキシ樹脂（ＰＦＡ）からなる離型層１１８が形成されている。離型層１１８はチュ
ーブを被覆させたものでも表面を塗料でコートしたものであっても良いが、本実施形態で
は、耐久性の優れるチューブを使用した。
【００２６】
　離型層１１８の材質としては、ＰＦＡの他に、ポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴ
ＦＥ）、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン樹脂（ＦＥＰ）等のフッ素
樹脂や、離型性の良いフッ素ゴムやシリコーンゴム等を用いても良い。定着ローラ１１０
の表面硬度は、低いほど軽圧で接触加熱部Ｎ１の幅が得られるが、低すぎると耐久性が劣
化するため、本実施形態では、Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度（４．９Ｎ荷重）で、４０～４５°と
した。定着ローラ１１０は、不図示の回転手段により、図中矢印Ｒ２方向に、表面移動速
度６０ｍｍ／ｓｅｃで回転するようになっている。
【００２７】
　（加圧ローラ）
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　加圧ローラ１１１は、定着ローラ１１０の熱を奪わないように、低熱容量で低熱伝導率
のものが好ましく、本実施形態では、定着ローラ１１０と同様の構成のものを用いた。外
径はφ２０ｍｍであり、接地されたφ１２ｍｍの鉄製の芯金１２１の外側に厚さ４ｍｍの
発泡ゴム弾性層１２２が形成され、最表層にはＰＦＡからなる離型層１２３が設けられて
いる。加圧ローラ１１１は、加圧ローラ加圧バネ１２４によって軸受け１２５を介し、図
中矢印Ａ２方向に１４７Ｎの力で加圧され、幅７ｍｍの定着ニップＮ１を形成し、定着ロ
ーラ１１０に従動回転（図中矢印Ｒ３）する。
【００２８】
　（加熱回転体）
　本実施形態では、加熱体である加熱ヒータ１１３がヒータホルダー１１９に保持され、
この周囲に加熱回転体である加熱フィルム１１２（無端状のベルト部材）が設けられた構
成となっている。ヒータホルダー１１９は、加圧バネ１１４によって図中矢印Ａ１方向に
１４７Ｎの力で加圧されるようになっており、加熱フィルム１１２を介して定着ローラ１
１０に加圧され、幅７．５ｍｍの加熱ニップＮ２が形成されている。
加熱フィルム１１２は、定着ローラ１１０の図中矢印Ｒ２方向の回転により加熱ニップＮ
２で力を受け、図中矢印Ｒ１方向に従動回転する。
【００２９】
　加熱回転体である加熱フィルム１１２は、半径方向に異なる複数の層から形成され、フ
ィルムの強度を保つための基層１２６と表面への汚れ付着低減のための離型層１２７から
なる。そして、加熱回転体の最も内側の層と最も外側の層の少なくともいずれか一方の層
が導電層となっており、この導電層にバイアスが印加される。基層１２６の材質は、加熱
ヒータ１１３の熱を受けるため耐熱性が必要であり、また加熱ヒータ１１３と摺動するた
め強度も必要である。このため、ＳＵＳ（Ｓｔａｉｎｌｅｓｓ　Ｕｓｅｄ　Ｓｔｅｅｌ：
ステンレス鋼）などの金属やポリイミドなどの耐熱性樹脂を用いると良い。
【００３０】
　金属は樹脂に比べると強度があるため薄肉化でき、また熱伝導率も高いため、加熱ヒー
タ１１３の熱を定着ローラ１１０へ伝達しやすい。樹脂は金属に比べると比重が小さいた
め熱容量が小さく温まりやすい利点がある。また樹脂は塗工成型により薄肉のフィルムが
成型できるため安価に成型できる。本実施形態では、加熱フィルム１１２の基層１２６の
材質としてポリイミド樹脂を用い、熱伝導率を向上させるため及び導電性を付与するため
カーボン系のフィラーを添加して用いた。
【００３１】
　基層１２６の厚さは薄いほど加熱ヒータ１１３の熱を定着ローラ１１０表面に伝達しや
すいが強度が低下するため２０μｍ～１００μｍ程度が好ましく、本実施形態では６０μ
ｍとした。加熱フィルム１１２の離型層１２７の材質は、加圧ローラ１１１の離型層１２
３と同様、ＰＦＡ、ＰＴＦＥ、ＦＥＰ等の離型性の良好なフッ素樹脂を用いると好ましく
、本実施形態ではフッ素樹脂の中でも離型性と耐熱性に優れるＰＦＡを用いた。離型層１
２７は薄いほど加熱ヒータ１１３の熱を定着ローラ１１０表面に伝達しやすいため、１μ
ｍ～２０μｍ程度が好ましく、本実施形態では１０μｍとした。
【００３２】
　（加熱ヒータ）
　加熱ヒータ１１３は、幅６ｍｍで厚さ１ｍｍのアルミナの基板表面に、Ａｇ／Ｐｄ（銀
パラジウム）の通電発熱抵抗層をスクリーン印刷により１０μｍ塗工し、その上に発熱体
保護層としてガラスを５０μｍの厚さで覆ったものを用いた。加熱ヒータ１１３の背面に
は通電発熱抵抗層の発熱に応じて昇温したセラミック基板の裏の温度を検知するための温
度検知素子１１５が配置されている。この温度検知素子１１５の信号に応じて、長手方向
端部にある不図示の電極部から通電発熱抵抗層に流す電流を適切に制御することで、加熱
ヒータ１１３の温度を調整している。
【００３３】
　そして、加熱ヒータ１１３の熱は、加熱ニップＮ２を介して定着ローラ１１０の表面を
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加熱する。上述のように未定着トナー像Ｔが転写された記録材Ｐが、定着ニップＮ１に搬
送されると、定着ローラ１１０の表面の熱は、未定着トナー像Ｔと記録材Ｐに伝わり、記
録材Ｐ表面にトナー像Ｔが定着されるようになっている。
【００３４】
　（加熱回転体に付着する汚れの極性）
　上述のように、記録材Ｐ上のトナー像Ｔが定着されるときに、記録材Ｐとトナー像Ｔに
接触する定着ローラ１１０には、記録材の汚れ（紙粉など）、あるいは記録材の汚れ（紙
粉など）にトナーの汚れが混ざった汚れが僅かな量ながら付着する。
この紙粉の汚れは、特に炭酸カルシウムを多く含んだ記録材で発生しやすい。記録材は画
像形成装置の給紙部や紙搬送部で摺擦されると毛羽立つことがあり、記録材の繊維が分離
し易い状態になる。記録材が定着ニップＮ１に搬送され、定着ローラ１１０と接触したと
きに、その記録材の繊維が定着ローラ１１０へ付着することがある。
【００３５】
　記録材中に炭酸カルシウムが多く含まれると、記録材の繊維と共に炭酸カルシウムの粉
が定着ローラへ転移し易いため、記録材の繊維と炭酸カルシウムの粉からなる紙粉汚れが
発生しやすいのである。定着ローラ１１０に付着したトナーと紙粉などの汚れは、加熱ニ
ップＮ２部で一部加熱フィルム１１２へ転移する場合がある。記録材Ｐへのトナー像Ｔの
定着が繰り返されると、加熱フィルム１１２の汚れが堆積する。この加熱フィルム１１２
に堆積する汚れについて、汚れの極性を調査した。
【００３６】
　汚れの極性の調査方法を図２に示す。図２（ａ）に示すように、バイアスを印加する極
板１４０とアースに接地した極板１４１の間に、加熱フィルム１１２表面から採取した汚
れＹを置き、極板１４０にプラス極性とマイナス極性を切り替えられる高圧電源１４２に
よりバイアスを印加した。極板１４０と極板１４１の極板間距離Ｘは２０ｍｍとし、高圧
電源１４２により極板１４０に±５００Ｖのバイアスを印加した時の極板間の汚れＹの動
きを観察した。
【００３７】
　極板１４０に－５００Ｖを印加した時の概略図を図２（ｂ）に、＋５００Ｖを印加した
時の概略図を図２（ｃ）に示す。極板１４０に－５００Ｖを印加すると汚れＹは極板１４
０に移動し、極板１４０に＋５００Ｖを印加すると汚れＹは極板１４０から極板１４１へ
移動した。汚れＹはマイナスに引き付けられ、プラスに反発することがわかった。これは
汚れＹの極性がプラス極性であることを意味している。定着ローラ１１０へ付着する紙粉
汚れは、転写時に受けたプラスバイアスによりプラス極性に帯電した記録材Ｐから発生す
るためプラス極性である。
【００３８】
　一方、定着ローラ１１０へ付着するトナー汚れは基本的にマイナス極性である。但し、
定着時に定着ニップＮ１で記録材Ｐから定着ローラ１１０へ付着するトナーは、以下の理
由により、マイナス極性が弱いトナーか若しくはプラス極性に反転したトナーであると考
えられる。
【００３９】
　即ち、転写時に感光ドラム１上から記録材Ｐ上へ転写されたトナー像は基本的にマイナ
ス極性であり、プラス極性に帯電した記録材Ｐ上と静電的に付着している。しかし、定着
ニップＮ１を通過するときに、記録材Ｐ上から定着ローラ１１０へ転移すると言うことは
、記録材Ｐとの静電的付着力よりも定着ローラ１１０との付着力の方が強くなった場合に
転移するということである。このため、定着ローラ１１０に付着しトナー汚れとなるよう
なトナーは、記録材Ｐ上のトナー像の中でもマイナス極性が弱いトナーか、転写時にプラ
ス極性に反転したトナーと考えられる。
【００４０】
　加熱回転体に付着する汚れＹは、プラス極性の紙粉汚れと、マイナス極性が弱いトナー
若しくはプラス極性のトナー汚れが混ざった汚れであるため、汚れＹの極性はトナーと逆
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【００４１】
　（加熱回転体及び定着ローラの表面電位と加熱回転体の汚れの関係）
　次いで、本発明の特徴である加熱回転体の表面電位について説明する。本発明は、加熱
回転体の表面電位がトナーの極性と逆の極性になるように制御している。上記のように、
加熱回転体表面に付着する汚れの極性はトナーとは逆極性であり、加熱回転体表面を汚れ
と同一極性とすることで、汚れが付着するのを抑制している。本実施形態のトナーの極性
はマイナス極性であり、本実施形態では加熱回転体の表面電位をトナーとは逆極性である
プラス極性に制御している。
【００４２】
　本実施形態の加熱回転体である加熱フィルム１１２の基層１２６は導電性であり、この
導電性の基層１２６に外部高圧電源１３０からプラスバイアスを印加することで加熱フィ
ルム１１２の表面電位をプラス極性に制御する。外部高圧電源１３０の末端には、基層１
２６と同様のＰＩ材質にカーボンを添加することで導電化した導電樹脂が設けられており
、この導電性樹脂が加熱フィルム１１２内側の基層１２６に摺動しながらバイアスを印加
する摺動接点の構成となっている。基層１２６に外部高圧電源１３０からバイアスを印加
した場合、加熱フィルム１１２の表面電位には外部高圧電源１３０の電位と同じ電位とな
る。
【００４３】
　一方、本実施形態では定着ローラ１１０の表面電位も制御している。定着ローラ１１０
の表面電位は、非接触の帯電装置１９０により加熱フィルム１１２のプラス極性とは逆極
性のマイナス極性に制御し、電界の向きを加熱回転体である加熱フィルム１１２から定着
ローラ１１０へ向けている。非接触の帯電装置１９０は一般的なコロナ帯電装置であり、
外部高圧電源１３１からマイナスバイアスが印加される帯電ワイヤー１９１とアースに接
地されたシールド１９２からなり、定着ローラ１１０の表面である離型層１１８を非接触
でマイナス極性に帯電する。
【００４４】
　ここで、加熱フィルム１１２及び定着ローラ１１０の表面電位を変化させたときの加熱
フィルム１１２に付着する汚れの調査結果を以下に示す。加熱フィルム１１２の汚れの調
査は、加速的に行うために紙粉汚れが発生しやすい記録材として炭酸カルシウムを２０Ｗ
ｔ％以上含む記録材を用い、この記録材を５００枚印字耐久した時点の加熱フィルム１１
２の汚れを相対的に比較した。
【００４５】
　印字パターンは、トナーが記録材上へ定着し難く、定着ニップＮ１で記録材上のトナー
が定着ローラ１１０へ付着（オフセット）し易いパターンとして、ハーフトーンの印字パ
ターンを用いた。加熱フィルム１１２及び定着ローラ１１０の表面電位をそれぞれ不図示
の高圧電源により、＋５００Ｖ、＋２５０Ｖ、±０Ｖ、－２５０Ｖ、－５００Ｖと変化さ
せ、上記５００枚の印字耐久を行ったときの加熱フィルム１１２の汚れの比較を行った。
加熱フィルムの汚れの比較結果を表１に示す。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
　汚れの評価は１０段階評価で行い、相対比較で一番汚れているものを「１」とし、汚れ
がこれよりも軽微になるにつれ数字を大きく示し、一番汚れていないものを「１０」とし
て評価した。またカッコ内の値は、加熱フィルムと定着ローラの表面電位差を示し、（加
熱フィルムの表面電位－定着ローラの表面電位）の計算で、電界の向きとしてはプラス表
記が加熱フィルムから定着ローラへ向いていることになる。加熱フィルムの汚れの傾向と
しては、定着ローラの表面電位が何Ｖの場合であっても、加熱フィルムの表面電位をプラ
ス極性寄りにした方が加熱フィルムの汚れレベルが良化する傾向である。
【００４８】
　これは加熱フィルムの表面電位をプラス極性寄りにすると、電界の向きと強度がより加
熱フィルムから定着ローラの方向へ向かい、プラス極性の汚れは加熱フィルムから定着ロ
ーラの方向へ静電気力を受ける。このため、加熱フィルムにプラス極性の汚れが付着し難
くなるためである。一方で、定着ローラの表面電位は、加熱フィルムの表面電位が何Ｖの
場合であっても、マイナス極性寄りになる方が加熱フィルムの汚れレベルは良化する傾向
である。
【００４９】
　これも、定着ローラの表面電位をマイナス極性寄りにすると、電界の向きと強度がより
加熱フィルムから定着ローラの方向へ向かうため、プラス極性の汚れは加熱フィルムから
定着ローラの方向へ向かうように静電気力を受ける。そのためプラス極性の汚れは加熱フ
ィルムに付着し難くなるのである。
【００５０】
　（加熱フィルムの表面電位－定着ローラの表面電位）
　加熱フィルムの表面電位－定着ローラの表面電位の電位差、すなわち加熱フィルムから
定着ローラの方向への電界の強さは、大きいほどプラス極性の汚れに与える静電気力が増
えるため、加熱フィルム１１２表面にプラス極性の汚れが付着しにくくなる。しかし、大
きすぎると加熱フィルムと定着ローラで放電が発生する場合や、電流リークが発生する恐
れがあるため、この（加熱フィルムの表面電位－定着ローラの表面電位）の電位差は＋１
００Ｖ～＋３ｋＶ程度が好ましい。
【００５１】
　本実施形態では、一例として加熱フィルム１１２の表面電位をトナーと逆極性の＋５０
０Ｖとし、定着ローラ１１０の表面電位はマイナス極性の－５００Ｖに制御することでそ
の電位差を＋１ｋＶとした。
【００５２】
　（本実施形態の効果）
　加熱フィルム１１２の表面電位をトナーと逆極性の＋５００Ｖにし、定着ローラ１１０
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の表面電位を－５００Ｖにした本実施形態の構成と、比較例とを比較した。比較例は、外
部高圧電源１３０、１３１をオフとし、加熱フィルム１１２と定着ローラ１１０の表面電
位を０Ｖ（加熱フィルムの表面電位－定着ローラの表面電位＝０Ｖ）にしたものである。
そして、印字耐久を行い加熱フィルム１１２の汚れの比較を行なった。汚れの比較は、各
構成において定着装置１００の寿命の２倍である１０万枚まで印字耐久を行い、加熱フィ
ルムの汚れによる定着不良及び汚れの吐き出しによる画像不良の発生有無を調査した。
【００５３】
　定着性は濃度低下率で表し、以下の方法で算出する。測定器はマクベス反射濃度計ＲＤ
９１４を用い、紙上に定着されたハーフトーン画像を、シルボン紙を５枚重ねたところに
荷重０．４Ｎ／ｃｍ２で５往復擦った前後の濃度を測定する。本実施形態では、ハーフト
ーン濃度として擦る前の濃度Ｄ１が約０．７のものを用いた。擦った後の濃度をＤ２とす
ると、濃度低下率は（Ｄ１－Ｄ２）／Ｄ１により算出される。
【００５４】
　印字耐久５０００枚、１万枚、２．５万枚、５万枚、７．５万枚、１０万枚の各時点で
ブラック単色のハーフトーン画像を印字し、上記濃度低下率の測定を行い定着性の評価を
行った。濃度低下率が１０％未満の場合を良好な定着性とし○、１０％以上２０％未満を
△、濃度低下率が２０％以上のものを定着不良として×と評価した。また、定着性の判断
基準は装置の仕様によるものであり、必要とされる定着性は装置によって適宜決めること
ができる。
【００５５】
　加熱フィルムの汚れの吐き出しによる画像不良は、汚れの吐き出しによる画像不良が無
かった場合を○、画像不良が発生した場合を×として評価した。結果を表２に示す。加熱
フィルム１１２の表面電位をトナーと逆極性の＋５００Ｖにし、定着ローラ１１０の表面
電位を－５００Ｖにした本実施形態の構成では、定着装置の寿命の２倍である１０万枚ま
で定着不良及び汚れの吐き出しによる画像不良の発生は無かった。一方、加熱フィルム１
１２と定着ローラ１１０の表面電位を０Ｖにした場合、１万枚から加熱フィルム１１２の
汚れによる定着性の低下が見られ、５万枚以降で定着不良と画像への汚れの吐き出し（画
像不良）が確認された。
【００５６】
【表２】

【００５７】
　加熱フィルム１１２に付着する汚れは、上述のようにトナーと逆極性である転写バイア
スと同極性となるため、加熱フィルム１１２の表面電位もトナーと逆極性に制御すること
で、加熱フィルム１１２への汚れの付着を抑制することができる。また、加熱フィルム１
１２の表面電位と定着ローラ１１０の表面電位を制御し、汚れが加熱フィルムから定着ロ
ーラへ向かう方向へ電位差を設けることで、より加熱フィルム１１２への汚れの付着を防
止することができる。
【００５８】
　《第２の実施形態》
　本実施形態においては、加熱回転体へ汚れの付着を抑制すると共に、加圧部材への汚れ
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の付着も抑制している。未定着トナー像を形成する画像形成装置については、第１の実施
形態と同じく一般的であり説明を省略する。また定着装置においても、基本構成は第１の
実施形態と同じく回転接触式の外部加熱定着装置であり、同じ部材については、同一の符
号で示し説明を省略する。本実施形態では第１の実施形態と同様にトナーが定着ローラか
ら加熱回転体へ力を受ける方向に定着ローラの表面電位を制御する構成に加え、トナーが
定着ローラから加圧部材へ力を受ける方向に加圧部材の表面電位も制御している。
【００５９】
　（加圧部材の表面電位と電界の向き）
　回転接触式の外部加熱定着装置は、上述のように加熱回転体に汚れが付着することがあ
るが、一方で、加圧部材にも汚れが付着する場合がある。上述のように記録材Ｐ上のトナ
ー像Ｔが定着ニップＮ１で定着されるときに、記録材Ｐとトナー像Ｔに接触する定着ロー
ラ１１０には僅かな量のトナーと紙粉などの汚れが付着する。定着ローラ１１０に付着し
た汚れは、加熱ニップＮ２に到達する。
【００６０】
　しかし、加熱回転体の表面電位をトナーと逆極性にすることで、定着ローラ１１０に付
着したトナーと逆極性の汚れは、加熱ニップ部Ｎ２部で加熱回転体に転移されにくくなる
。そして、殆どが定着ローラ１１０表面に付着したまま加熱ニップＮ２を通過する。定着
ローラ１１０に表面に付着したトナーと逆極性の汚れは定着ニップＮ１に再び到達すると
、定着ニップＮ１部で一部加圧部材へ転移する場合がある。このように記録材Ｐへのトナ
ー像Ｔの定着が繰り返されると、加圧部材に汚れが堆積する可能性がある。
【００６１】
　本実施形態では、第１の実施形態と同様にトナーと逆極性の汚れが加熱回転体から定着
ローラへ力を受ける方向に加熱回転体と定着ローラの表面電位に電位差を設け加熱回転体
の汚れを抑制する。これと共に、トナーと逆極性の汚れが加圧部材から定着ローラへ力を
受ける方向に加圧部材と定着ローラの表面電位に電位差を設け、加圧部材への汚れの付着
を抑制している。
【００６２】
　本実施形態の定着装置の概略図を図３に示す。本実施形態の定着装置の基本構成は、第
１の実施形態と同じ構成であり説明を省略する。第１の実施形態と同様に、トナーと逆極
性（プラス極性）の汚れが加熱フィルム１１２表面に付着するのを抑制するため、加熱フ
ィルム１１２の表面電位は外部高圧電源１３０によりプラス極性に制御される。更に加熱
フィルム１１２から定着ローラへ電界が向くように、定着ローラ１１０の表面電位が制御
されている。
【００６３】
　本実施形態では更にプラス極性の汚れが加圧部材である加圧ローラ１１１表面に付着し
にくいように、加圧ローラ１１１から定着ローラ１１０の方向へ電界の向きを制御してい
る。加熱フィルム１１２の表面電位の極性をトナーと逆極性に制御しながら、電界の向き
を加熱フィルム１１２から定着ローラ１１０の方向と、加圧ローラ１１１から定着ローラ
１１０の方向へ向けるには、図４のＡ～Ｃに示すような３通りの方法がある。
【００６４】
　Ａの方法は、加熱フィルム１１２と定着ローラ１１０と加圧ローラ１１１の定着部材の
表面電位の極性を全てトナーと逆極性にし、定着ローラ１１０の表面電位を加熱フィルム
１１２と加圧ローラ１１１の表面電位よりも小さくする方法である。Ｂの方法は、加熱フ
ィルム１１２の表面電位の極性をトナーと逆極性とし、定着ローラ１１０と加圧ローラ１
１１の表面電位の極性をトナーと同極性にし、加圧ローラ１１１より定着ローラ１１０の
マイナス電位を大きくする方法である。
【００６５】
　Ｃの方法は、加熱フィルム１１２と加圧ローラ１１１の表面電位の極性をトナーと逆極
性にし、定着ローラ１１０の表面電位をトナーと同極性にする方法である。トナーと逆極
性の汚れが加熱フィルムから定着ローラへ力を受ける方向と、加圧ローラから定着ローラ
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へ力を受ける方向に、電位差が同じだけ設けられればＡ～Ｃいずれの方法であっても、加
熱フィルムと加圧ローラへの汚れの抑制効果は同じである。
【００６６】
　しかし、互いに接触する部材間で極性が異なるＣの方法は、各部材の制御バイアスの絶
対値が小さくても大きい電位差を設けられる。このため、本実施形態ではＣの方法も用い
、加熱フィルムと加圧ローラの表面電位をプラス極性、定着ローラの表面電位をマイナス
極性に制御した。本実施形態では、加圧ローラ１１１の表面電位をトナーと逆極性に制御
する手段として、定着ローラ１１０の表面電位の制御手段１９０と同様、非接触の帯電装
置１５０（図３）を用いた。
【００６７】
　外部高圧電源１３２によりトナーと逆極性のプラス極性のバイアスが印加され加圧ロー
ラ１１１の表面電位はプラス極性に帯電されるようになっている。
【００６８】
　（加圧ローラの表面電位－定着ローラの表面電位）
　加圧ローラの表面電位－定着ローラの表面電位の電位差、すなわち加圧ローラから定着
ローラの方向への電界の強さは、大きいほどプラス極性の汚れに与える静電気力が増える
ため、加圧ローラ１１１表面にプラス極性の汚れが付着しにくくなる。しかし、大きすぎ
ると加圧ローラ１１１と定着ローラ１１０で放電が発生する場合などノイズの発生しやす
くなるため、この電位差は＋１００Ｖ～＋３ｋＶ程度が好ましい。
【００６９】
　本実施形態では、第２の実施形態と同様に加熱フィルム１１２の表面電位は＋５００Ｖ
、定着ローラ１１０の表面電位は－５００Ｖに制御し、加圧ローラ１１１の表面電位を＋
５００Ｖに制御した。これにより、加圧ローラ１１１と定着ローラ１１０の表面電位の電
位差を＋１ｋＶとした。
【００７０】
　（本実施形態の効果）
　本実施形態の構成においても、第１の実施形態と同様の通紙耐久試験を行った。加熱フ
ィルム１１２の表面電位をトナーと逆極性に制御していることに加え、加熱フィルム１１
２から定着ローラ１１０の方向へ電界の向き制御を行った。これにより、加熱フィルムの
汚れを抑えることができ、定着装置の寿命の２倍である１０万枚まで定着不良及び加熱フ
ィルムの汚れの吐き出しによる画像不良の発生は無かった。また、加圧ローラ１１１から
定着ローラ１１０の方向へ電界の向きを制御しているため、加圧ローラ１１１の汚れの付
着も防止することができた。
【００７１】
　《その他の実施形態》
　（トナー極性）
　本発明に関し、上述した実施形態においてトナーをマイナス極性とし、加熱回転体を逆
極性であるプラス極性として説明したが、トナーをプラス極性とする場合も加熱回転体を
逆極性であるマイナス極性とすることにより同様に適用できる。この場合、汚れの極性は
トナーと逆極性であるマイナス極性となることで、加熱回転体への付着が抑制される。ま
た加熱ローラ、加圧ローラなどの極性付与も上述した実施形態と逆の極性とすれば良い。
【００７２】
　（極性付与手段）
　加熱回転体の表面電位の極性付与手段として、外部高圧電源により加熱回転体の基層か
らバイアスを印加することで加熱回転体の表面電位を制御する手段について説明したがこ
の手段に限ったものでは無い。例えば、図５に示すように、加熱回転体とアースの間にダ
イオード１４４を設けても良い。加熱回転体１１２で発生したマイナス極性の電子は、Ｎ
形からＰ形に図中矢印Ｙ方向へ移動するため、加熱回転体１１２にはプラス電荷が残り、
加熱回転体１１２表面はプラス極性に帯電する。このようにダイオードを用いることで定
着器構成が単純化できる。
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　また、図６に示すように加熱回転体の表面から帯電手段により、表面電位の極性をトナ
ーと逆極性に制御しても良い。図６（ａ）はコロナ帯電方式の帯電装置１６０を用い非接
触で加熱フィルム１１２の表面をトナーと逆極性に帯電させた場合の模式図である。回転
する加熱フィルム１１２に対して、バイアス印加する摺動接点など摺動する箇所が無いた
め、加熱フィルム１１２を傷つけることが無い。また図６（ｂ）は、帯電ローラ１６１に
よる接触帯電方式である。帯電ローラ１６１は加熱回転体に対して従動回転するため、図
６（ａ）同様に、加熱フィルム１１２を傷つけにくい。
【００７４】
　また加熱回転体の表層（離型層）にカーボン系フィラーにより導電化することで、加熱
回転体表面へ直接バイアスを印加し表面電位を制御しても良い。
【００７５】
　なお、上記表面電位の制御手段は、加熱回転体の表面電位制御手段に限った手段ではな
く、定着ローラや加圧部材の表面電位手段として、上記方法を用いても良い。
【００７６】
　（加熱回転体）
　第１の実施形態から第２の実施形態においては、加熱回転体、定着ローラ、加圧部材に
ついて、同一の構成で説明したがこの構成に限ったものでは無い。例えば、加熱回転体と
しては、図７に示すように加熱体として加熱ヒータ１１３の替わりにハロゲンヒータ１７
０を回転体中心に内包した熱ローラ１７１を用いても良い。この場合も熱ローラ１７１の
表面電位をトナーと逆極性に制御することで、熱ローラ１７１表面の汚れの付着を防止す
ることができる。
【００７７】
　なお、加熱回転体が加熱体（加熱ヒータ１１３、ハロゲンヒータ１７０など）を内包す
るものに限らず、加熱フィルム１１２を電磁誘導的に発熱させる励磁コイルを加熱回転体
である加熱フィルム１１２の外側に設けても良い。
【００７８】
　（定着ローラ）
　定着ローラについても、絶縁のシリコーンゴムの構成について説明したが、本発明はこ
れに限られない。例えば、弾性層にカーボンフィラーを添加した導電性シリコーンゴムを
用い、外部高圧電源などによりその芯金からトナーとは逆極性のバイアスが印加すること
で表面電位を制御しても良い。
【００７９】
　（加圧部材）
　加圧ローラについても、絶縁のシリコーンゴムの構成について説明したが、本発明はこ
れに限られない。例えば、弾性層にカーボンフィラーを添加した導電性シリコーンゴムを
用い、外部高圧電源などによりその芯金からトナーとは逆極性のバイアスが印加すること
で表面電位を制御しても良い。
【００８０】
　また加圧部材として、加圧ローラを用いた構成について説明してきたが、本発明はこれ
に限らず、図８のように回転しないパッド部材１８０などの加圧部材を用いても良い。
【符号の説明】
【００８１】
１１０・・定着ローラ、１１１・・加圧ローラ、１１２・・加熱回転体、１１３・・加熱
ヒータ、１１４・・加圧バネ、１１５・・温度検知素子、１１６・・弾性ゴム層、
１１７・・芯金、１１８・・離型層、１１９・・ヒータホルダー、１３０、１３１・・外
部高圧電源、１９０・・コロナ帯電器、Ｐ・・記録材、Ｔ・・トナー
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